
就労継続支援Ｂ型事業利用契約書の運用に関する了解事項

（契約期間）

契約期間を更新した場合は、別紙（様式）を取り交わすものとします。

（個別支援計画の作成）

利用者は、個別支援計画の作成に当たっては必要な個人情報を提供するものとします。

（利用料金）

１．事業者は、訓練等給付費対象外サービスに要する費用を、物価の変動その他の理由により相当な額に改定する場合は、事前に家族の会と協議するものとします。

２．突発的な事情等により、一時的に利用者に対する支援の程度・内容が、状態に比して相当程度過大になった場合は、その都度身元引受人に連絡し協議するものとします。

（事業者の義務）

身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為は行わないことが原則であり、行う場合は事前に法定代理人に連絡し、協議するものとします。

（事業者からの契約解約）

１．やむを得ない理由とは別紙に記載する特定非営利活動法人○○会における福祉サービス提供の限界を指するものとします。このことによる契約解除については利用者ならびに法定代理人と十分協議するものとします。

２．利用料金が３ヶ月以上滞納された場合は、文章で督促するものとします。督促したにもかかわらず、３ヶ月以上たっても支払いがない場合は、契約を解除することが出来るものとします。

３．入院期間の判断は、医師により行われますが、３ヶ月経過しても退院できないことが明らかな場合は、利用者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、訓練等給付費を支給する利用者の市町村とも十分協議し、決定するものとします。

（契約の終了に伴う援助）

利用者のアフターケアは、でき得る範囲で利用者の希望にそって行うものとします。

（身元引受人）

１．法定代理人が、選任されていない当面の間は、第24条に規定する身元引受人がこれに代わるものとします。

２．利用者が、理解できない事項については、身元引受人が代行するものとします。

３．事業者は、傷病、無断外出等利用者に異変が生じた場合は身元引受人に連絡するものとします。

上項につき、これを了解します。この了解事項を証するため、本書２通を作成し、利用者及び法定代理人と事業者が明記押印の上、各１通を保有するものとします。

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　利　用　者　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　法定代理人　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　事　業　者　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　  印
（資料出典：神奈川県民間知的障害施設協同会より）
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